
「羽田空港周辺・京浜臨海部連携強化推進委員会」の概要

１ 推進委員会設置の趣旨

国家戦略特別区域の目標を達成するためのプロジェクトの一環として、さらに連携強化の具
体化を図っていくことが必要であり、国際拠点空港としての羽田空港を活用しつつ、下記に示
す具体策について国・地方の関係機関による必要な協議・調整等を行う場として、推進委員会
が設置された。

①先端医療技術とものづくり技術との医工連携の推進

②国際的な研究・交流・商取引を促進するための土地利用

③周辺のまちづくりと一体となった戦略的な都市・交通インフラ整備等

２ 推進委員会の構成

座 長 内閣総理大臣補佐官
副座長 内閣官房地域活性化統合事務局長
委 員 厚生労働省（医政局長、医薬食品局長）

文部科学省（科学技術・学術政策局長）
経済産業省（地域経済産業審議官）
国土交通省（都市局長、水管理・国土保全局長、道路局長、鉄道局長、港湾局長、

航空局長）
観光庁審議官、関東経済産業局長、関東財務局長、関東地方整備局長、
東京都副知事、大田区副区長、神奈川県副知事、横浜市副市長、川崎市副市長

３ 検討体制

下図のとおり、推進委員会の下に、まちづくり分科会及び地域産業活性化分科会の２つの分科
会を設置し、具体策の検討を図る。

羽田空港周辺・京浜臨海部連携強化推進委員会

（座長 内閣総理大臣補佐官）

まちづくり分科会 地域産業活性化分科会

羽田空港跡地と川崎市殿町地区間を
結ぶ連絡道路の整備、国道357号多摩
川トンネルの整備の実現等に向け、主
に周辺のまちづくりと一体となった戦略
的な都市・交通インフラ整備、国際競
争力向上のための土地利用に関する
具体策を検討する。

羽田空港跡地と川崎市殿町地区に
おける国際的な研究・商取引等を活
発化する機能の導入など、主に先端
医療技術とものづくり技術との医工
連携の推進、国際的な研究・交流・
商取引を促進するための具体策に
ついて検討する。

座長 国土交通省大臣官房技術審議官 座長 経済産業省大臣官房審議官
（地域経済担当）

設置趣旨 設置趣旨

３ 羽田連絡道路の整備に向けた調整

２ 関係者との調整状況

○平成26年９月８日に開催された「羽田空港周辺・京浜臨海部連携強化推進委員会」（以下

「推進委員会」という）において、連絡道路の整備についての合意が図られた。

（委員会メンバー：国、東京都、大田区、神奈川県、横浜市、川崎市）

○「推進委員会」の下には「まちづくり分科会」と「地域産業活性化分科会」が設置され連絡

道路のルート・構造・事業主体等は「まちづくり分科会」で協議・調整が図られる。

〇推進委員会でのルート・構造・事業主体等の調整には、既に羽田空港跡地にて進行中である

大田区及び国土交通省航空局による空港跡地利用計画、さらには、既に一部着手している国

土交通省航空局の基盤整備事業への影響を関係者にて早期に協議を行うことが必要である。

〇空港跡地利用計画への影響等の検証のため、交通量推計や概略設計等の基礎的な調査に取り

組む。

↓

〇早期整備を目指している本市としては、総合企画局の既定予算に加えて、今後の本格的な

事業化を見据え、関係者間の調整を円滑に進めるための影響等を精査するため、建設緑政

局の既定予算を活用し、調査業務を推進している。

〇平成２０年 ２月

第２回「京浜臨海部基盤施設検討会」開催

※概略ルート（上流・中央・下流）・構造について検討状況図、特徴を公表した。

〇平成２４年 ８月

「アジアヘッドクォーター特区と京浜臨海部ライフイノベーション国際戦略総合特区の連携

に関する検討会」が発足

〇平成２５年 ４月

大田区と川崎市との産業連携に関する基本協定書を締結

※連携・協力事項の一つとして、企業誘致・企業間連携や、機能を役割分担した土地利用・

インフラなど、特区間の連携を位置付けた。

〇平成２６年 ９月

「羽田空港周辺・京浜臨海部連携強化推進委員会」が発足し、第１回会議を開催

※国家戦略特区の目標を達成するためのプロジェクトの一環として、国際拠点空港としての

羽田空港を活用しつつ、羽田空港周辺と京浜臨海部の連携強化の具体策について国・地方

の関係機関による必要な協議・調整等を行う場として設置された。

１ 羽田連絡道路に関連する主な経緯

４ 今後の取組

〇引き続き、推進委員会において、国、東京都、大田区等の関係者と具体的な協議・調整を

行いながら、速やかな事業化への移行に資する取組を推進していく。

羽田連絡道路の取り組み状況 資料１



第１回「羽田空港周辺・京浜臨海部連携強化推進委員会」における川崎市の提案ポイント
━羽田空港を核とした一体的な成長戦略拠点形成━

殿町地区と羽田空港跡地の連携強化の視点
（川崎市の基本的な考え方）

※羽田空港周辺・京浜臨海部連携強化推進委員会における
川崎市プレゼン資料より抜粋

一体的な成長戦略拠点形成のイメージ
※羽田空港周辺・京浜臨海部連携強化推進委員会における

川崎市プレゼン資料より抜粋

資料２



資料３-１



資料３-２



羽 田 空 港

京浜臨海部
ライフイノベーション
国際戦略総合特区

第３ゾーン（空港連携機能）

ＴＩＡＣＴ

土地区画整理事業
（22.7ha） H25年9月完了

㈱ヨドバシカメラ（8ha）
ｱｯｾﾝﾌﾞﾘｰｾﾝﾀｰH17年事業開始

ANA殿町ビジネスセンター
・ｹｰﾀﾘﾝｸ棟 H23年4月運営開始
・管理棟 H26年7月運営開始

全日本空輸㈱（3ha）

ｵﾌｨｽ棟（予定）

駅前広場

多目的広場エリア

産業交流施設エリア
・ビジネスマッチング

・クールジャパン発信 など

アジアヘッドクォーター特区
（羽田空港跡地）

ホテル・複合業務施設エリア

キングスカイフロント
（約40ha）

＜第１ゾーン＞

（宅地面積：約11ha）
周辺地域との共生に配慮し、地元の過去の経

緯を踏まえた土地利用を促進
●産業交流施設
●多目的広場 ●駅前広場

羽田クロノゲート
(10ha) H25年9月稼動

大鳥居

羽田
２丁目

大師河原

殿町
3丁目

川崎生命科学・環境研究センター
（LiSE）（0.7ha）H25年3月運営開始

ものづくりナノ医療イノベーションセンター（ｉ ＣＯＮ）
（0.8ha）H26年度運営開始予定

・東大、東工大、富士フイルム、ニコン等

の産学官による「ナノ医療」研究開発など

「ｎature」
2009.5.28号

実中研再生医療・新薬開発センター

（0.6ha）H23年7月運営開始

＜第２ゾーン＞（宅地面積：約5ha）
24時間国際拠点空港化に伴い、国際線地区と

の補完的・一体的な土地利用を図る。

●宿泊施設●複合業務施設

国際線地区

「ｎature」
2009.5.28号

・貸し床(4F)

「(財)神奈川科学技術アカデミー」

「㈱エスアールエル」

「㈱天然素材探索研究所」

・環境総合研究所(3F) 

・健康安全研究所(2F)

・共用施設（会議室、カフェ等）(1F)

・ヨドバシカメラアッセンブリーセンター

川崎増設計画を推進中

(環境アセス手続き中)

神奈川県ライフイノベーションセンター（仮称）
（0.8ha）H28年度運営開始予定

・神奈川県が整備する再生・細胞医療分野

の研究開発センター

大田区

川崎市

（約1.0ha） H28年度竣工予定

・アイソトープ製品の試験・研究開発、

供給関連業務、普及啓発等

ｼﾞｮﾝｿﾝ・ｴﾝﾄﾞ・ｼﾞｮﾝｿﾝ㈱
東京ｻｲｴﾝｽｾﾝﾀｰ
（0.3ha） H26年８月 運営開始

・医療機器の評価・開発
・国内外の医師が医療機器のトレーニングで利用 など

国立医薬品食品衛生研究所
（2.7ha） H28年度工事完成予定

・医薬品、食品等の品質、安全性並びに有効性の評
価に関する試験・研究を実施

・地方衛生研究所や検疫所に技術指導を行うほか、
世界各地からの研究者の受入、研修等を実施

○健康安全研究所との連携による市民
生活に密接に関連する食品などの安
全確保や市民の生活環境の維持・向
上への貢献に期待

クリエートメディック株式会社（0.3ha)
平成28年度竣工予定

・シリコン製カテーテル等の研究開発など

NOGマウス／ヒト化マウス

・再生医療による脊椎損傷やアルツハイマー治療などの

先端医療の実現を目指す

コモンマーモセット

大和ハウス工業株式会社（4.6ha)
土地譲渡契約：平成26年6月30日

富士フイルムＲＩファーマ株式会社（0.35ha)
土地譲渡契約：平成26年８月１８日

ＣＹＢＥＲＤＹＮＥ株式会社（1.5ha)
土地譲渡契約：平成26年10月8日

羽田空港周辺の土地利用計画 参考資料１



ゲートブリッジ

臨海トンネル

東京港トンネル

浮島ＪＣＴ

品川駅

川崎駅

横浜駅

末広拠点

川崎航路トンネル

つばさ橋
舟通し橋

多摩川トンネル

品川駅・田町駅 周辺地域

みなとみらい拠点

羽田空港を中心とする戦略拠点と交通ネットワーク 参考資料２

殿町
キングスカイフロント

羽田空港
羽田空港跡地

━凡例━

：首都高湾岸線
：国道357号（供用済（概成含む））
： 〃 （未供用）
：主な一般道
：戦略拠点

東京都心・臨海地域

有明


